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株式制の法規範化が進み,1992年5月には 「株式制 企業試点弁法」 「株式
有限公司規範意見」 「有限責任公司規範意見」が公布され,こ れを改編集
大成 したものと して1993年12月には 「公司法」(会 社法)が 公布された
(1994年7月1日施行)。
表1.中 国の株式制企業数





1993年 13000十 98003210 (122)
新規分 9440 64722968
1994年 25800 1070015100 (290)
(出典1988年:『 中 国証 券 市場(1991)』中 国金 融 出版 社 、64頁.1991年:『人
民 日報 』1992年6月23日,劉 鴻 儒 論 文.1992年:『 中 国 通 信 』1993年2月24日.

















末以来,国 務院は 「一部国有大中型企業を選んで現代企業制度テス トを行
うことに関する方案」を作成,国家経済貿易委員会および国家体制改革委員






(国防 ・航空 ・先端技術 ・金採掘,造 幣,鉄道,エ ネルギーなど)や重要
製品を生産する独占的国有企業は国家単独資本の有限会社に転化する。
④また全国範囲の業種別r総公司」は持ち株会社とし,当該業種の企業グ













所有制企業,外 資系企業)と 比較すると,比 較的良好である。例えば,




単位純生産額 資金利潤率 資金利税率 販売利潤率 労働生産率
万元 元/人
国 有 903.5 3.2 9.7 11.6 16187
集団所有制 112.8 4.9 10.9 10.1 22645
株 式 制 1782.4 11.6 17.4 16.7 69438*
外 商 投 資 679.3 8.7 13.1 12.6 108103*






























味において,両 者は トレー ド・オフの関係にあるといえる。
実際の株式所有状況は如何なる状況にあるのか。1991年の統計によれば,
株式制企業のうち非公開の株式制(内部従業員持株 ・法人持株)企 業が98







































国家株所有主体 全体 状 況 上場 公 司 非上場公司 新設 公 司 改組 公 司
国有資産管理局 30.3 16.9 33.1 28.6 31.1
元の行政主管部門 7.2 8.8 7.1 10.2 6.2
国有資産投資公司 31.9 43.5 29.4 37.8 29.7
国家財政部門 3.3 2.1 3.7 5.1 2.9
企 業 自 身 27.3 28.7 26.7 18.3 30.1
有効サンプル数371企業 (『管理 世 界 』1994年4期,150頁)
第二に行政 レベルとの関連では国有財産所有権の代表が中央政府(国 務































利潤を投入 して形成された固定資産及び補充 した流動資金,請 負期間に銀
行からの借入金を利用 して形成 した固定資産で留保利潤からすでに借入金
を返済 したもの,な どか ら構成される。暫定条例では企業基金は国家所有













































%(営 利国有資産 に占め る流出額 比率は19%)とな る。あ る中国の経済学
者は こうした事態 を指 してpoketizedeconomy(経済の私物化)と 名 づ
けている濁。














董 事 長 総 経 理
董事会選挙 上級の任命 董事会選挙 上級の任命
全 体 状 況
新 設 公 司



























株 式 制 請 負 制 リース制 資産請負制 株 式制 非株式制
生産経 営決定 権 86.390.450.087.7 97.193.3
製品価 格決定 権 75.376.237.574.6 82.071.8
製 品 販 売 権 91.889.437.588.5 95.989.3
原 材 料 購 買 権 89.091.950.090.0 96.194.8
輸 出 入 権 37.012.125.028.5 41.822.0
投 資 決 定 権 54.039.012.536.2 74.658.3
留 保利 潤支配 権 68.565.650.055.4 83.072.1
資 産 処 分 権 35.829.325.031.5 60.443.5
連 合経 営合併 権 32.923.123.1 53.136.4
労 働 雇 用 権 61.642.450.060.0 77.657.3
人 事 管 理 権 58.954.850.054.6 81.071.7
賃金奨励金分配権 78.171.537.571.5 92.884.5
内部 機構設 置 権 82.280.537.580.5 94.589.6
割 当負担拒 否 権 8.26.137.513.8 14.39.4
備 考:1993年は回 収 サ ンプル 数2620社,うち株 式制 企 業81社,国 有 企 業1965社,集
団所 有 制 企 業443社で あ った。1994年は回 収 サ ンプ ル数2756社,うち国 有 企
業2048社,集団所 有 制 企業356社,外 資 系 企 業204社,その 他149社で あ り,
株 式制 企業 の 数 は不 明 で あ る。
(1993年は 『中 国 企 業 家 大 参 考 』 創 刊 号.1994年,10頁。




















































































び1993年12月の公司法(1994年7月施行)で は,会 社の 「権力機構」と し
ての株主総会,経 営機関としての董事会(取 締役会),経営に対する監査
統制機関としての監事会(監 査役会),また董事会から選出される経営執













































従業員代表大会,労働組合,こ の三っの機関を 「老三会」[旧 来の三つの








































































党 ・行 政一元化指導 そ の 他
全 体 状 況 22.8 2.6 51.9 21.0 2.1
国 有 企 業 22.6 2.1 52.0 21.2 1.9
集団所有企業 16.3 7.0 46.5 23.3 4.7
株式制 企業 23.1 5.1 48.? 18.0 2.6
合 弁 企 業 37.5 4.2 33.3 25.0 o.o

















































































































1)1980年代以来の企業経営 自主権の拡大にっい ては,拙 稿 「国有企業
の経営 自主権拡大と課題」 『愛知 大学経営論集』第129号(1993年)
31-61頁を参照。
2)国 有企業の経営請負制の動向にっいては,拙 稿 「中国国有企業 の経
営請負制の動向」 『愛知大学 国際問題研究所紀 要』98号(1993年),
25-54頁を参照。
3)国有企業の 「税利分流」の試みにっいては,拙 稿 「中国国有企業の


































































経済研究』1994年第1期,8頁 は,こ の主張を批判的な立場か ら紹介
している。












第6期,26頁 。 「関於 国有企業産権交易情況的調査報告」 『改 革』
1994年第5期,62-63頁。魏海 田 「公股的流通 問題及其他」 『改革』
1994年第5期,73-75頁。 『中国通信』1995年2月14日,2頁。
22)王保喜,前 掲論文,24頁。
23)丁蘭 ・劉麗平 「関於制定 《国有企業財産監督管理条例》的幾個問題」
『中国工業経済研究』1994年第3期,43頁。











省 レベル30機関,計 画単列都市で14機関,地 区 ・市 レベルで324機関,
区 ・県 レベルで1870機関が設置され た(『中国通信』1995年2月14日,










式総額の5%以 内,限 定募集公司の内部従業 員が所有で きる株式は株
式総数の20%以内,社 会募集公司の当公司内部従業員が所有できる株
式は社会 大衆に発行する株式の10%以内とす る(『中国経営 ・経済関
係資料集1949～1992』愛知大学経営総合科学研究所,1994年,927頁)。
ただ し,1993年12月採択の公 司法ではこの規定が なくなっている。
34)経営状態の悪い国有企業の打開策と して 「接ぎ木方式」による外資
導入が進展 している。その形態はいろいろあ り,企 業全体が外資と合
併す る型,企 業内の一工場が単独の外資と結合す る型,企 業内のいく
っかの工場がそれぞれ異なる外資と結合す る型,工 場を新設移転 して
外資と結 合す る型,工 場建物を外資に リースする型全工場合併型など




36)櫨昌崇 ・王詞 ・於立 「政企分離與股分制企業中的国有股権」 『経済
研究』1993年第8期,28-29頁。
37)前掲 「国有企業股分制改造如何走 出誤区」 『経済管理』1994年第6
期,32頁。
38)劉智生 「処理好職代会與"新 三会"的 関係」 『経済管理』1994年第











43)1950年代 ～1970年代 までの企業指導制度 の展開にっいては,拙 著
『中国企業 とソ連 モデル ー 一長制の史的研 究』 アジア政経学会,













51)洛洋,前 掲論文,29頁。膠合林,前 掲論文 『経済管理』1994年第6
期,30頁。
52)膠合林,前 掲論文 『経済管理』1994年第6期,30頁。
53)呉宣恭 「股彷公司的産権関係,運 行機制和作用」 『中国社会科学』
1994年第2期,41頁。
(本稿は1995年3月27日,社会主義経営学会[比 較経営学会と改称]第
20回大会における筆者報告を大幅に加筆修正 したものであ る。)
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関子国有企業股扮制改革的形勢和課題
一九七九年以来,中国政府進行了各式各様的国有企業改革的実験(包 括
放権譲利,利改税,承 包経営負責制,税 利分流和転換企業経営機制等),
最近也開始建立以股扮制企業為主要内容的 「現代企業制度」試点。本論文
就把国有企業改成股扮制企業的改革形勢和其面臨的課題進行一些探討。考
察重点有両個。第一就是理順和重租企業産権(財 産所有権)関 係的方式問
題。第二就是改編経営管理機構的問題。
論文的結構如下。
1.股扮制改革和 「現代企業制度」構思
2.股扮制企業的運行実績
3.企業産権的重組問題
1)界定企業産権(所 有権帰属)的問題
2)評価企業資産的問題
4.重組経営管理機構的問題
1)国家一企業関係的改遍
2)企業単位管理組織的改遍(主 要関干新三会與老三会的関係)
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